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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第３四半期
連結累計期間

第64期
第３四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自2017年４月１日
至2017年12月31日

自2018年４月１日
至2018年12月31日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

営業収益 （百万円） 55,690 57,358 74,338

経常利益 （百万円） 7,266 6,610 6,118

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 7,179 5,044 7,127

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 7,373 5,172 8,825

純資産額 （百万円） 91,372 82,918 92,824

総資産額 （百万円） 1,163,773 1,373,011 1,195,863

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 4.71 3.31 4.68

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 2.06 1.59 2.06

自己資本比率 （％） 7.9 6.0 7.8

 

回次
第63期

第３四半期
連結会計期間

第64期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2017年10月１日
至2017年12月31日

自2018年10月１日
至2018年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 1.95 1.73

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間および前連結会計年度に係る主要な

経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におきましては、輸出および企業の業況判断はおおむね横ばいとなりました。こう

した中、企業収益は改善しており、設備投資は増加いたしました。雇用情勢は着実に改善し、個人消費は持ち直

す等、日本経済は緩やかに回復いたしました。

当業界におきましては、ショッピングクレジット・カードビジネスは安定した成長が続きました。ペイメント

ビジネスにおきましては、ＡＩやフィンテック等の活用により決済手段が多様化するなか、国内においてもコー

ド決済が台頭するなど、キャッシュレス決済の普及が進展いたしました。

このような中、当社グループは中期経営計画の最終年度を迎え、「グループの融合により革新的金融サービス

を提供し、リーンなオペレーションと卓越した生産性・効率性を実現する」という中長期ビジョンに基づき、

「より高い収益体質を追求して、成長を加速」、「成長を支えるバックアップ体制の高度化」を基本骨子に据

え、目標達成に向けた取り組みを加速するとともに、将来の成長を確かなものとするべく事業基盤の整備に取り

組んでまいりました。

2018年６月には本部組織の改正を行い、主たる事業会社である株式会社アプラス（以下、「アプラス」とい

う。）ではそれまでの部門制を廃止し、組織をより細分化した本部制に移行いたしました。これは組織のフラッ

ト化と、現場に近い各本部への大幅な権限委譲を目的とするもので、迅速な情報共有と意思決定が行える体制と

いたしました。同時に、ペイメント事業開発部内に「収納商品企画室」、新事業戦略本部直下に「イノベーショ

ン推進室」を新設し、既存のペイメント事業を強化するとともに、フィンテックなどの研究をはじめ、ビジネス

の新機軸や革新性を追求する体制を整えました。

2018年８月にはクレジットカードの基幹業務システムの開発が完了し、新システムへ移行いたしました。成長

が続くクレジットカードビジネスにおいて、お客さまの多様なニーズへの対応を可能とするとともに、より強固

なセキュリティ体制を構築し、成長を支えるバックアップ体制の高度化を実現いたしました。

資本政策につきましては、2018年６月22日付の「自己株式（優先株式）の取得および消却に関するお知らせ」

にて公表しましたとおり、当社が発行するＨ種優先株式について、2018年７月９日付で金銭を対価として取得

（強制償還）し、同日付で取得した株式の全株式を消却いたしました。これは、当社グループの業績や自己資本

の十分な積み上がりなどを踏まえて実施したもので、今後もこれらの状況を慎重に見極めたうえで、残存する優

先株式の処理を柔軟に進めていく予定としております。

また、働き甲斐のある職場作りに向けた取組みとして、2018年11月に就業規則を改め、原則として全職員を対

象に兼業・副業を可能といたしました。

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、カード・ペイメント事業が牽引し、営業収益は573億58百

万円（前第３四半期連結累計期間比3.0%増）となりました。営業費用は、ペイメント事業にかかる原価性費用の

増加やクレジットカードの新システム稼働に伴うシステム費用の増加、貸倒引当金繰入額の増加などにより、

507億94百万円（同4.8%増）となりました。この結果、営業利益は65億64百万円（同9.2%減）、経常利益は66億

10百万円（同9.0%減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、前連結会計年度末に計上した繰延

税金資産の取り崩しにより法人税等調整額が増加し、50億44百万円（同29.7%減）となりました。

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

① ショッピングクレジット

当セグメントにおきましては、同じ新生銀行グループの昭和リース株式会社との協業によるベンダーリースや

個人向けオートリースの営業活動を強化いたしました。また、オートローン市場を中心に業界内の厳しい競争環

境が続きましたが、オートローン以外の一般商品を伸ばし、当セグメントの取扱高は大幅に増加いたしました。

当セグメントにおける営業収益は210億33百万円（前第３四半期連結累計期間は195億５百万円）、セグメント

利益は25億26百万円（同18億41百万円）となりました。

② カード

当セグメントにおきましては、ＴＳＵＴＡＹＡフランチャイズ店との連携強化によるカードの新規獲得強化

や、その他提携先との新たな提携カードの発行などに取り組んでまいりました。2018年11月にはベビー・子ども

服製造小売業等を展開する株式会社ファミリアとの提携により、クレジット機能付きＴカード「ファミリアＴ

カードＭａｓｔｅｒｃａｒｄ」の発行を開始いたしました。また、アプラスカードの会員様向けのサービスとし

て、ご利用金額に応じて優待特典などが受けられる「アプラスサンクスプログラム」の展開や、アプラスカード

会員様向けスマートフォン用無料公式アプリ「アプラスカードアプリ」の利用促進を図ってまいりました。
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当セグメントにおける営業収益は174億73百万円（前第３四半期連結累計期間は165億60百万円）、セグメント

利益は４億４百万円（同２億83百万円）となりました。

③ ローン

当セグメントにおきましては、厳格な与信運営のもと、個人のお客さまが住宅を購入する際に必要な諸費用等

を融資するローン商品や投資用マンションローン等の良質債権を積上げてまいりました。また、住関連商品の取

扱商品の裾野拡大を図り、2018年11月よりアプラス「リバースモーゲージ型住宅ローン」の取り扱いを開始いた

しました。これは、60歳以上のお客さまを対象にご自宅を担保に住宅ローンの借換え資金及び住宅のリフォーム

資金を提供する融資商品で、お客さまの毎月のご負担は利息のみとなるため、生じた余力を豊かな生活を送るた

めの原資とすることができます。

当セグメントにおける営業収益は65億52百万円（前第３四半期連結累計期間は63億57百万円）、セグメント利

益は19億46百万円（同16億47百万円）となりました。

④ ペイメント

当セグメントにおきましては、モバイル決済サービスの加盟店開拓を強化し、中国人向けモバイル決済サービ

ス「ＷｅＣｈａｔ Ｐａｙ（微信支付/ウィーチャットペイ）」に加え、同じく中国人向けモバイル決済サービス

「Ａｌｉｐａｙ（支付宝/アリペイ）」や、国内向けのモバイル決済サービス「ＬＩＮＥ Ｐａｙ」、「ＰａｙＰ

ａｙ」の利用加盟店の開拓業務を開始し、これらの複数決済サービスを取りまとめ、利用加盟店へ同時に提供す

ることが可能となりました。また、プリペイドカード事業につきましては、新生銀行総合口座から引き落としに

よりチャージされる「海外プリペイドカード ＧＡＩＣＡ（Ｆｌｅｘ機能付き）」に、「オートチャージ機能」

と「毎月定額チャージ機能」を追加し、利便性を高めてまいりました。また、2018年８月には、旅行会社大手の

株式会社ＪＴＢが運営する「海外専用プリペイドカード ＭｏｎｅｙＴ Ｇｌｏｂａｌ」事業を承継し、プリペイ

ドカード事業を強化いたしました。

当セグメントにおける営業収益は87億44百万円（前第３四半期連結累計期間は78億18百万円）、セグメント利

益は15億91百万円（同16億85百万円）となりました。

⑤ その他子会社

当社子会社である全日信販株式会社につきましては、アプラスに吸収合併する方向性となっており、カードの

新規募集は2015年度に停止し、ショッピングクレジットの新規申込受付につきましても2017年度よりアプラスへ

集約いたしました。

当セグメントにおける営業収益は29億37百万円（前第３四半期連結累計期間は48億16百万円）、セグメント利

益は10億14百万円（同20億50百万円）となりました。

財政状態については次のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末比1,771億48百万円増加の１兆3,730億11百

万円となりました。これは主として割賦売掛金、信用保証割賦売掛金の増加によるものであります。

負債は、前連結会計年度末比1,870億54百万円増加の１兆2,900億93百万円となりました。これは主として長期

債権流動化債務の増加によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末比99億６百万円減少の829億18百万円となりました。これは主として自己株式の

消却による資本剰余金の減少によるものであります
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末現在において判断したものであります。

当社グループの当四半期連結累計期間の経営成績等は、カード・ペイメント事業を中心に各事業が堅調に推移

し、営業収益は増加しましたが、ペイメント事業にかかる原価性費用の増加や新システム稼働に伴うシステム費

用の増加、貸倒引当金繰入額の増加などにより営業費用が増加し、営業利益、経常利益は前四半期連結累計期間

比で減少いたしました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、法人税等調整額の増加が要因として加わり、前

四半期連結累計期間比で減少いたしました。

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因としましては、トップラインの拡大に対応する原価性費用

の増加、営業債権残高の増加や弁護士介入債権の増加に伴う貸倒引当金繰入額の増加、過払利息にかかる返還請

求の増加による利息返還損失引当金の追加引当などが挙げられます。

トップラインの拡大に対応する為替手数料などの原価性費用が増加することにつきましては、お客さまとの接

点に積極的にＷｅｂを活用することでオペレーションの効率化を進めるほか、新生銀行グループ各社の間接機能

の融合・一体運営を図ることで、生産性・効率性の向上に努めております。

営業債権残高の増加や弁護士介入債権の増加に伴う貸倒引当金繰入額の増加につきましては、引き続き、厳格

な与信運営の維持と債権回収体制の高度化により対応してまいります。

過払利息にかかる返還請求につきましては、足元では落ち着いた状況で推移しておりますが、その動向には引

き続き注意してまいります。

当社グループの資金調達につきましては、金融機関からの短期借入金、長期借入金のほか、社債、短期社債、

債権流動化など、調達手段を多様化しております。運転資金や短期の営業債権に対応する調達は短期借入金や短

期社債などを活用して機動的に運営する一方、長期の営業債権に対応する調達は、長期借入金や社債、債権流動

化などを活用することで安定的な資金運営に努めております。

セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容は、「（1）財政状態及び経

営成績の状況」に記載のとおりです。

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

(5) 主要な設備

前連結会計年度末に計画中であったクレジットカードの基幹業務システムにつきましては、2018年８月に完成

いたしました。

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能種類株式総数（株）

普通株式 3,914,000,000

Ｂ種優先株式 2,500,000

Ｄ種優先株式 8,500,000

Ｈ種優先株式 30,250,000

計 3,955,250,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月１日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,524,211,152 1,524,211,152
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数 100株

第一回Ｂ種優先

株式　（注）１
2,500,000 2,500,000 －

単元株式数 100株

（注）２・３・４

Ｄ種優先株式 8,500,000 8,500,000 －
単元株式数 100株

（注）３・５

Ｈ種優先株式 22,750,000 22,750,000 －
単元株式数 100株

（注）３・６

計 1,557,961,152 1,557,961,152 － －

（注）１．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。

２．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質等は以下のとおりであります。

(1) 第一回Ｂ種優先株式は、当社の普通株式の株価を基準として取得価額が修正され、取得と引換えに交付

する普通株式数が変動します。

(2) 第一回Ｂ種優先株式の取得価額の修正の基準および頻度

（注）４に記載のとおりであります。

(3) 第一回Ｂ種優先株式の取得価額の下限および取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の

株式数の上限

① 取得価額の下限

73円　50銭

② 取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の上限

34,013,605株（2018年12月31日現在における発行済株式総数2,500,000株に基づき算定。同日の

普通株式の発行済株式総数の2.23％）

(4) 第一回Ｂ種優先株式は、当社の決定により当該優先株式の全部の取得を可能とする条項を有しておりま

す。

(5) 第一回Ｂ種優先株式は、当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めはありませ

ん。

３．優先株式の内容は、当社の定款の定めおよび必要な事項を記載しております。

４．第一回Ｂ種優先株式の内容は次のとおりであります。

（Ｂ種優先配当金）

１.①当会社は、第38条第１項に定める期末配当を行う場合、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記

録されているＢ種優先株式を有する株主（以下「Ｂ種優先株主」という。）又はＢ種優先株式の登録株

式質権者（以下「Ｂ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株主又は普通株式の登録株式質権

者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、１株につき年100円を限度としてＢ種優先株式の

発行に関する取締役会決議で定める額の期末配当（以下「Ｂ種優先配当金」という。）を行う。
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②当会社は、第38条第２項に定める中間配当を行う場合、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されているＢ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立

ち、１株につきＢ種優先配当金の２分の１に相当する額の中間配当（以下「Ｂ種優先中間配当金」とい

う。）を行う。

③Ｂ種優先中間配当金が支払われた場合においては、第１号のＢ種優先配当金の支払いは、Ｂ種優先中間

配当金を控除した額による。

（非累積条項）

２． ある事業年度において、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額が

Ｂ種優先配当金の額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

（非参加条項）

３． Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先配当金を超えて配当は行わない。

（残余財産の分配）

４.①当会社の残余財産を分配するときは、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株主又はＢ

種優先登録株式質権者に対し、Ｂ種優先株式１株につき1,000円を支払う。

②Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、前号のほか、残余財産の分配は行わない。

（議決権）

５． Ｂ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、Ｂ種優先株主は、2008年４月１日以

降、定時株主総会にＢ種優先配当金の支払いを受ける旨の議案が提出されないときは当該総会の時か

ら、Ｂ種優先配当金の支払いを受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは当該総会の終

結の時から、Ｂ種優先配当金の支払いを受ける旨の決議がなされる時まで議決権を有する。

（株式の併合又は分割、募集株式又は募集新株予約権の割当て等）

６.①当会社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。

②当会社は、Ｂ種優先株主に対し、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株

式無償割当て又は新株予約権無償割当ては行わない。

（優先株式の取得）

７． 当会社は、いつでもＢ種優先株式を取得することができる。

（Ｂ種優先株式の取得請求権及び引換えに交付される普通株式）

８.①Ｂ種優先株主は、2007年９月１日から2022年８月31日までの期間中、下記条件により、その有するＢ種

優先株式を当会社が取得し、これと引換えに、当会社の普通株式を交付するよう請求することができ

る。

②Ｂ種優先株式を当会社が取得し、これと引換えに、当会社は１株につき下記ア．乃至エ．に定める交付

価額により当会社の普通株式を当該株主に交付するものとする。

ア．当初交付価額

150.5円

イ．交付価額の修正

交付価額は、2008年９月１日から2022年８月31日まで、毎年９月１日（以下それぞれ「修正日」とい

う。）に、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以下それぞれ「時価算定期間」とい

う。）の東京証券取引所（大阪証券取引所の現物市場が東京証券取引所の現物市場に統合される2013

年７月16日より前の時点については、「東京証券取引所」を「大阪証券取引所」と読み替えるものと

する。）における当会社の普通株式の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日を除

く。）（以下「修正後交付価額」という。）に修正される（修正後交付価額は円位未満小数第２位ま

で算出し、その小数第２位を四捨五入する。）。ただし、上記計算の結果、修正後交付価額が75.3円

（以下「下限交付価額」という。ただし、下記ウにより調整される。以下同じ。）を下回る場合には

下限交付価額をもって、301.0円（以下「上限交付価額」という。ただし、下記ウにより調整され

る。以下同じ。）を上回る場合には上限交付価額をもって修正後交付価額とする。

ウ．交付価額の調整

（１）交付価額は、2002年８月27日以降、以下に掲げるいずれかの事由に該当する場合には、以下の算式

（以下「交付価額調整式」という。）により調整される（以下「調整後交付価額」という。）。調

整後交付価額は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

    既発行の
普通株式数

＋

新規発行の
普通株式数

×
１株当たり
の払込金額

調整後
交付価額

＝
調整前
交付価額

×
時価

既発行の普通株式数＋新規発行の普通株式数
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（イ）時価を下回る払込金額又は受渡金額をもって普通株式を発行又は交付（株式の分割、当会社の普

通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）

による交付、又は新株予約権の行使による場合を除く。）する場合

調整後交付価額は、払込期日の翌日以降若しくは受渡期日以降又は募集のための株主に割当てを

受ける権利を与える場合には、当該権利を与える株主を定めるための基準日の翌日以降これを適

用する。交付される普通株式に当会社の有する普通株式が含まれる場合、交付価額調整式におけ

る新規発行の普通株式数に当会社が有する当該普通株式の数を含む。

（ロ）株式の分割がなされた場合

調整後交付価額は、株式の分割により株式を取得する株主を定めるための基準日（基準日を定め

ない場合には効力発生日）の翌日以降、これを適用する。

（ハ）時価を下回る価額をもって当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは

取得させることができる証券（権利）を発行又は交付する場合

調整後交付価額は、その証券の発行日若しくは受渡日に又はその募集において株主に割当てを受

ける権利を与える場合には、当該権利を与える株主を定めるための基準日に、発行若しくは交付

される証券の全額が交付され、当会社の普通株式が新たに発行されたものとみなし、その発行日

の翌日以降若しくは受渡日以降又はその割当てのための基準日の翌日以降、これを適用する。た

だし、当該発行又は交付される証券の交付価額がその発行日若しくは受渡日又は割当てのための

基準日において確定しない場合、調整後交付価額は、交付され得る最初の日の前日に発行され証

券の全額が交付されたものとみなし、当該最初の日以降これを適用する。

（ニ）新株予約権の行使に際して払込みをなすべき価額（会社法第236条に規定される。以下同じ。）

が時価を下回ることとなる新株予約権（新株予約権の交付と引換えに取得される証券（権利）若

しくは取得させることができる証券（権利）に関して交付の対象となる新株予約権を含む。）又

は新株予約権付社債を発行する場合

調整後交付価額は、その証券の発行日に又はその募集において株主に割当てを受ける権利を与え

る場合には、当該権利を与える株主を定めるための基準日に新株予約権の全部が行使され、当会

社の普通株式が発行されたものとみなし、その発行日の翌日以降又は割当てのための基準日の翌

日以降、これを適用する。ただし、当該発行される証券の新株予約権の行使に際して払込みをな

すべき１株当たりの価額がその発行日又は割当てのための基準日において確定しない場合、調整

後交付価額は、新株予約権が行使され得る最初の日の前日に、発行され全ての新株予約権が行使

されたものとみなし、当該最初の日以降これを適用する。

（２）②ウにおける「時価」とは、調整後交付価額を適用する日（上記②ウ（１）（ニ）ただし書きの場

合には割当てのための基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当

会社の普通株式の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日を除く。）とする。た

だし、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

（３）上記②イに定める時価算定期間の末日の翌日以降当該修正日の前日までの間に②ウに掲げる交付価

額の調整事由が生じた場合には、②ウの他の規定に従った交付価額の調整に加え、②イに基づき修

正された修正後交付価額を調整前交付価額として調整後交付価額を算出し、当該修正日以降これを

適用する。

（４）上記②イに定める時価算定期間の間に②ウに掲げる交付価額の調整事由が生じた場合には、②ウの

他の規定に従った交付価額の調整に加え、②イに基づき修正された修正後交付価額を調整前交付価

額として、取締役会が適当と判断する価額に調整され、当該修正日以降これを適用する。

（５）上記②ウ（１）の各項目に掲げる場合のほか、次の各号に該当する場合、交付価額は取締役会が適

当と判断する価額に調整される。

（ⅰ）合併、資本金の額の減少、自己株式の取得又は普通株式の併合により、交付価額の調整を必要

とする場合

（ⅱ）上記第（ⅰ）のほか、当会社の株式数の変更又は変更の可能性を生ぜしめる事由の発生によ

り、交付価額の調整を必要とする場合

（ⅲ）交付価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後交付価額の

算出に関して使用すべき時価が、他方の事由によって影響されているとみなされる場合

（６）交付価額調整式により算出された調整後交付価額と調整前交付価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、交付価額の調整は行わない。ただし、次に交付価額の調整を必要とする事由が発生し交付

価額を算出する場合、交付価額調整式中の調整前交付価額に代えて、調整前交付価額から当該差額

を差し引いた額を使用する。

（７）交付価額調整式で使用する調整前交付価額は、調整後交付価額を適用する日の前日において有効な

交付価額とする。
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（８）交付価額調整式で使用する既発行の普通株式数は、その募集において株主に割当てを受ける権利を

与える場合は当該権利を与える株主を定めるための基準日、それ以外の場合は、調整後交付価額を

適用する日の１ヵ月前の日における当会社の普通株式の発行済株式数から、当該日において当会社

が有する当会社の普通株式数を控除した数とする。

（９）交付価額調整式で使用する１株当たりの払込金額とは、それぞれ以下をいう。

（ⅰ）②ウ（１）（イ）の時価を下回る払込金額又は受渡金額をもって普通株式を発行又は交付する

場合には、当該払込金額又は受渡金額（金銭以外の財産による払込みの場合には会社法第284

条第１項乃至第７項に従って調査された現物出資財産の価額若しくは同条第９項の現物出資財

産の価額とする。）

（ⅱ）②ウ（１）（ロ）の株式の分割がなされた場合は０円

（ⅲ）②ウ（１）（ハ）の時価を下回る交付価額をもって、当該株式の当会社による取得と引換えに

当会社の普通株式の交付を請求することができる株式を発行又は交付する場合には、当該交付

価額

（ⅳ）②ウ（１）（ニ）の新株予約権の行使に際して払込みをなすべき価額が時価を下回ることとな

る新株予約権（新株予約権の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させること

ができる証券（権利）に関して交付の対象となる新株予約権を含む。）又は新株予約権付社債

が発行する場合には、当該１株当たりの払込みをなすべき価額

エ．上限交付価額及び下限交付価額の調整

上記②ウの規定により交付価額の調整を行う場合には、上限交付価額及び下限交付価額についても、

交付価額を上限交付価額又は下限交付価額に置換えた上で交付価額調整式を適用して同様の調整を行

い（以下それぞれ「調整後上限交付価額」又は「調整後下限交付価額」という。）、②ウ（５）の規

定により交付価額の調整を行う場合には、上限交付価額及び下限交付価額についても取締役会が適当

と判断する価額に変更される。ただし、②ウ（３）に定める場合には、調整後上限交付価額及び調整

後下限交付価額は当該修正日以降これを適用する。

③Ｂ種優先株式を当会社が取得するのと引換えに、当会社が交付すべき当会社の普通株式数は、次のとお

りとする。

取得と引換えに交
付すべき普通株式
数

＝
Ｂ種優先株主が取得請求のために提出したＢ種優先株式の発行価額の総額

交付価額

 

発行すべき普通株式数の算出にあたり、１株未満の端数が生じた場合、これを切り捨てる。

（Ｂ種優先株式の取得及び引換えに交付される普通株式）

９.①当会社は、前項第１号の請求期間中に取得請求のなかったＢ種優先株式を、2022年９月１日以降の日で

取締役会決議で定める日（以下「Ｂ種優先株式強制取得日」という。）において、取締役会決議によ

り、取得し、Ｂ種優先株式１株につき、Ｂ種優先株式１株の払込金相当額をＢ種優先株式強制取得日に

先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の毎日の終値（気配表

示を含む。）の平均値（終値のない日を除く。）で除して得られる数の普通株式を交付することができ

る。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出しその小数第２位を四捨五入する。

②当会社は、Ｂ種優先株主及びＢ種優先登録株式質権者に対して、Ｂ種優先株式強制取得日の２週間前ま

でに、当該日を通知、若しくは公告するものとする。

③第１号の交付すべき普通株式数の算出にあたり、１株に満たない端数が生じた場合、会社法第234条に定

める方法によりこれを取り扱う。

（優先配当金の除斥期間）

10． 第39条の規定は、Ｂ種優先配当金及びＢ種優先中間配当金についてこれを準用する。

（優先順位）

11． Ｄ種優先株式及びＨ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位はＢ種優先株式

の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位に優先するものとする。Ｄ種優先株式及びＨ種

優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位は、それぞれ同順位とする。

（会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無）

12． 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

（議決権を有しないこととしている理由）

13． 資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。
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５．Ｄ種優先株式の内容は次のとおりであります。

（Ｄ種優先配当金）

１.①当会社は、第38条第１項に定める期末配当を行う場合、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記

録されているＤ種優先株式を有する株主（以下「Ｄ種優先株主」という。）又はＤ種優先株式の登録株

式質権者（以下「Ｄ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株主若しくは普通登録株式質権

者、Ｂ種優先株主若しくはＢ種優先登録株式質権者、又は当会社の発行するその他のいかなる種類の株

式（ただし、Ｈ種優先株式を除く。以下上記普通株式及びＨ種優先株式を除く種類株式を総称して「Ｄ

種優先株式に劣後する株式」という。）の株主若しくは登録株式質権者に先立ち、本項第４号の金額の

期末配当（以下「Ｄ種優先配当金」という。）を行う。

②当会社は、第38条第２項に定める中間配当を行う場合、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されているＤ種優先株主又はＤ種優先株式の登録株式質権者に対し、Ｄ種優先株式に劣後する株式の株

主及び登録株式質権者に先立ち、１株につきＤ種優先配当金の２分の１に相当する額の中間配当（以下

「Ｄ種優先中間配当金」という。）を行う。

③Ｄ種優先中間配当金が支払われた場合においては、第１号のＤ種優先配当金の支払いは、Ｄ種優先中間

配当金を控除した額による。

④2005年３月31日に終了する事業年度に関しては、１株につきＤ種優先配当金として2,000円（以下「Ｄ種

清算価値」という。）に４％を乗じた金額に、当該Ｄ種優先株式の発行日（同日を含む。）から2005年

３月31日（同日を含む。）までの実日数で日割計算（365日）して算出された金額を支払う。

2005年４月１日（同日を含む。）から2012年３月31日（同日を含む。）までの間に終了する各事業年度

に関しては、１株につきＤ種優先配当金として、Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対して、

Ｄ種清算価値と累積未払配当金額との合計額の４％に相当する額を支払うものとする。

2012年４月１日（同日を含む。）から2019年３月31日（同日を含む。）までの間に終了する各事業年度

（ただし、2013年３月31日（同日を含む。）に終了する事業年度を除く。）に関しては、１株につきＤ

種優先配当金として、Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対して、Ｄ種清算価値に1.5％を乗じ

て算出される額に相当する金銭を支払うものとする。

2013年３月31日（同日を含む。）に終了する事業年度に関しては、１株につきＤ種優先配当金として、

Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対して、Ｄ種清算価値に2.313％を乗じて算出される額に相

当する金銭を支払うものとする。

2019年４月１日以降に終了する各事業年度に関しては、１株につきＤ種優先配当金として、Ｄ種優先株

主又はＤ種優先登録株式質権者に対して、Ｄ種清算価値にＤ種優先株式増加配当率（以下に定義）を乗

じて算出される額に相当する金額を支払うものとする。

「Ｄ種優先株式増加配当率」の定義は、（ⅰ）直前の４月１日及び10月１日（ただし、該当日がロンド

ンにおいて銀行間ユーロ通貨市場が開かれており、銀行が営業を行っている日であり、かつ関連する

レートが取得可能な日（以下、本項において「ロンドン営業日」という。）でない場合には翌ロンドン

営業日）のロンドン時間午前11時現在のユーロ円６ヶ月物ロンドン・インター・バンク・オファード・

レート（ユーロ円LIBOR６ヶ月物（360日ベース））としてTelerate Systemsスクリーン3750ページ（又

はその承継ページ）に表示される各数値の平均値、（ⅱ）1.5％からＤ種優先株式条件変更日（以下に定

義）の２東京営業日（東京において、銀行が営業を行っている日をいう。以下同じ。）前の東京時間午

前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）としてTelerate Systemsスクリーン17143

ページ（又はその承継ページ）に表示される期間７年に対応するスワップ・レート（当日の東京時間午

前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）を取得できない場合には、当該レートを取

得できる直後の東京営業日における当該レートとする。）（以下かかるスワップ・レートを「Ｄ種発行

日スワップ・レート」という。）を差し引いた率及び（ⅲ）1.5％を合計した率とする。Ｄ種優先株式増

加配当率は％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

（非累積条項）

２． ある事業年度において、Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額が

Ｄ種優先配当金の額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

（非参加条項）

３． Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対しては、Ｄ種優先配当金を超えて配当は行わない。

（残余財産の分配）

４.①当会社の残余財産を分配するときは、Ｄ種優先株式に劣後する株式の株主若しくは登録株式質権者に先

立ち、Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対し、Ｄ種優先株式１株につき（ⅰ）Ｄ種清算価

値、（ⅱ）Ｄ種最終配当金額（本条第10項において定義）、及び（ⅲ）2019年３月31日以前に残余財産

の分配が行われる場合には、Ｄ種早期取得費（本条第10項において定義）を合計した額に相当する額を
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支払う。ただし、本項の目的上、Ｄ種最終配当金額及びＤ種早期取得費の定義中、「取得日」を「残余

財産の分配が行われる日」と読み替えるものとする。

②Ｄ種優先株主又はＤ種優先登録株式質権者に対しては、前号のほか、残余財産の分配は行わない。

（議決権）

５． Ｄ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、Ｄ種優先株主は、定時株主総会にＤ種

優先配当金の支払いを受ける旨の議案が提出されないときは当該総会の時から、Ｄ種優先配当金の支払

いを受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは当該総会の終結の時から、Ｄ種優先配当

金の支払いを受ける旨の決議がなされる時までＤ種優先株式100株あたり１議決権を有する。

（株式の併合又は分割、募集株式又は募集新株予約権の割当て等）

６.①当会社は、法令に定める場合を除き、Ｄ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。

②当会社は、Ｄ種優先株主に対し、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株

式無償割当て又は新株予約権無償割当ては行わない。

（優先株式の取得）

７． 当会社は、いつでもＤ種優先株式を取得することができる。

（Ｄ種優先株式の取得請求権及び引換えに交付される普通株式）

８.①Ｄ種優先株主は、2015年６月１日以降いつでも、下記条件により、その有するＤ種優先株式を当会社が

取得し、これと引換えに、当会社の普通株式を交付するよう請求することができる。

②前号の請求により、Ｄ種優先株式を当会社が取得し、これと引換えに当会社が当該株主に交付すべき当

会社の普通株式数は、Ｄ種優先株主が取得請求のために提出したＤ種優先株式のＤ種清算価値の総額を

その時点で有効なＤ種優先株式交付価額（以下に定義）で除した数とする。ただし、当該株式数の算出

にあたり１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て、現金による調整は行わない。

（１）Ｄ種優先株式交付価額

当初のＤ種優先株式交付価額は、当会社にＤ種優先株式の条件変更を認める当会社の定款の変更を

株主が決議した日（2012年６月28日、本条において「Ｄ種優先株式条件変更日」という。）の直前

の取引日の大阪証券取引所における普通株式の終値（気配表示を含む。）とする（以下「Ｄ種優先

株式交付価額」という。）。ただし、Ｄ種優先株式交付価額の計算は、円位未満小数第２位まで算

出し、その小数第２位を四捨五入する。

（２）Ｄ種優先株式交付価額の調整

（イ）下記の算式で計算するとＤ種優先株式交付価額が下落することとなる対価で、当会社が普通株式

を発行若しくは交付した、あるいは本号（２）（ロ）に従い発行若しくは交付したとみなされる

ときにはいつでも（株式分割の場合はこれに含まれるが、発行済みの新株予約権、普通株式の交

付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、その他同

様の権利を行使した時点での普通株式の発行は除外される。）、Ｄ種優先株式交付価額の計算に

先立ち、Ｄ種優先株式交付価額は以下のように引き下げられるものとする（以下「調整後Ｄ種優

先株式交付価額」という。）。調整後Ｄ種優先株式交付価額は円位未満小数第２位まで算出し、

その小数第２位を四捨五入する。

    発行又は交付前のみなし発

行済み普通株式数
＋

当会社の受領対価

調整後Ｄ種優先
株式交付価額

＝
調整前Ｄ種優先
株式交付価額

×
時価

発行又は交付後のみなし発行済み普通株式数

 

上記算式における「みなし発行済み普通株式数」とは、当該時点において、当会社の普通株式を

対象とする新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取

得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権利がすべて行使されたと仮定した場合

（当該証券又は権利が当該時点において行使可能であるとして計算するものとする。）における

発行済み普通株式数を意味する。ただし、当会社又はその完全子会社の勘定で所有又は保有され

ている当会社の普通株式は一切含まれないものとして計算する。

上記算式における「当会社の受領対価」とは、該当する当会社の普通株式の発行若しくは交付に

より、当会社の普通株式の対価として当会社が受け取った、あるいは受け取ることになっている

現金の額、及び現金以外の対価の公正な時価の合計額を、さらに、普通株式を対象とする新株予

約権、普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券

（権利）、その他同様の権利を発行若しくは交付した場合には、それらの行使により、当会社が

受け取った、あるいは受け取ることになっている現金の額、及び現金以外の対価の公正な時価の

合計額を意味する。

上記算式における「時価」とは、（ⅰ）当会社の普通株式が市場で取引されている場合には、調

整後Ｄ種優先株式交付価額を適用する日に先立つ45取引日に始まる30取引日の東京証券取引所に
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おける普通株式の毎日の１株当たり終値（気配表示を含む。）の単純平均価格（終値のない日は

除く。）、（ⅱ）普通株式が市場で取引されていない場合には、当会社の取締役会が誠意をもっ

て決定する普通株式の公正な時価を意味する。単純平均価格は円位未満小数第２位まで計算さ

れ、その小数第２位は四捨五入される。

（ロ）新株予約権等の発行

当会社が当会社の普通株式を対象とする新株予約権、普通株式の交付と引換えに取得される証券

（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、その他同様の権利を発行、若しくは交

付する場合、かかる発行若しくは交付を、当該新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換えに

取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権利

を行使により発行可能若しくは交付可能な当会社の普通株式の発行若しくは交付であるとみな

し、これらの権利により当初条件に従い発行若しくは交付可能な数の当会社の普通株式が、かか

る新株予約権、普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることがで

きる証券（権利）、又はその他同様の権利の発行日若しくは交付日に発行若しくは交付されたも

のとみなされる。

（ハ）株式分割

当会社の普通株式の分割がなされた場合、上記Ｄ種優先株式交付価額の調整に関しては、かかる

株式分割により株式を取得する株主を定めるための基準日（基準日を定めない場合には効力発生

日）の翌日に当該普通株式が発行されたものとみなされるものとする。

（ニ）配当その他の分配

当会社が、当会社の普通株式に関し、配当を支払い又は普通株主に対してそのほかの分配を行っ

た場合（ただし、本項において該当しないとされる株式分割及び株式配当を除く。）、Ｄ種優先

株式交付価額は、かかる配当の１株あたり金額（又は現金以外による配当若しくは分配の場合に

おいて、当会社の取締役会で合理的に決定された当該配当及び分配の１株あたりの公正市場価

格）に相当する額を減額する。

（ホ）その他取締役会が定める調整

本項（２）（イ）乃至(ニ)で規定されている調整に加え、（ⅰ）合併、資本金の額の減少、自己

株式の取得、普通株式の併合、（ⅱ）普通株式数の変更、若しくは普通株式数の変更の可能性を

生じさせる事由の発生、又は（ⅲ）Ｄ種優先株式交付価額を調整すべき事由が２つ以上相接して

発生し、一方の事由に基づく調整後Ｄ種優先株式交付価額の算出に関して使用すべき時価が、他

方の事由によって影響されているとみなされる場合のうちいずれかが発生した場合には、当会社

の取締役会が適当と判断するＤ種優先株式交付価額に調整されるものとする。

（ヘ）解釈

本項に不明瞭な点がある場合、又はＤ種優先株式交付価額が調整されることとされていない何ら

かの事由に関連して当会社の取締役会がＤ種優先株式交付価額を調整することが公正であると誠

意をもって考える場合、当会社の取締役会は、本項の目的に照らし、公平かつ均衡であると妥当

に判断したときにＤ種優先株式交付価額を調整する権利を有するものとする。

（当会社の普通株式を対価とする取得条項）

９.①当会社は、2015年６月１日（同日を含む。）から2017年５月31日（同日を含む。）までの期間、当会社

の取締役会決議により定める日（以下本項において「取得日」という。）をもって、発行済みＤ種優先

株式の全部又は一部を取得し、当該取得と引換えにＤ種優先株式のＤ種清算価値の総額をその時点で有

効なＤ種優先株式交付価額で除した数の当会社の普通株式を交付することができる。ただし、当会社の

普通株式の時価（上記通知の送付日付で前項第２号（２）（イ）に定めるところに従い計算されたも

の。）がその時点で有効なＤ種優先株式交付価額の150％を上回った場合に限る。また、当該株式数の算

出にあたり１株未満の端数が生じた場合には、会社法第234条に定める方法によりこれを取り扱う。

②当会社は、Ｄ種優先株主及びＤ種優先登録株式質権者に対して、取得日の２週間前までに、当該取得日

を通知、若しくは公告するものとする。

③Ｄ種優先株式の一部につき、本項に基づく取得を行う場合は、按分比例（端数については抽選）により

行う。

（金銭を対価とする取得条項）

10.①当会社は、いつでも（ただし、2017年６月１日以降に限る。）、取締役会の決議により定める日（以下

本項において「取得日」という。）をもって、発行済みＤ種優先株式の全て若しくは一部を取得し、当

該取得と引換えにＤ種優先株式１株につき、Ｄ種優先株式取得価格（以下に定義）相当額の金銭を交付

することができる。

「Ｄ種優先株式取得価格」は、（ⅰ）Ｄ種清算価値、（ⅱ）Ｄ種最終配当金額（以下に定義）及び　

（ⅲ）2019年３月31日以前に取得が行われる場合においては、Ｄ種早期取得費（以下に定義）を合計し
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　　 た額に相当する額とする。

「Ｄ種最終配当金額」とは、（ⅰ）取得日が2019年３月31日以前に開始する事業年度に属する場合は、

Ｄ種清算価値に1.5％を乗じた金額を、取得日の属する事業年度における事業年度初日から取得日（同日

を含む。）までの実日数で日割計算（365日）した金額、又は、（ⅱ）取得日が2019年４月１日以降に開

始する事業年度に属する場合は、Ｄ種清算価値にその時点で有効なＤ種優先株式増加配当率を乗じた金

額を、取得日の属する事業年度における事業年度初日から取得日（同日を含む。）までの実日数で日割

計算（365日）した金額に相当する金額を意味する。ただし、上記（ⅰ）又は（ⅱ）で特定された金額か

らは、かかるＤ種最終配当金額が計算される事業年度において支払われた全てのＤ種優先中間配当金額

が差し引かれるものとする。

「Ｄ種早期取得費」とは、（ⅰ）Ｄ種清算価値に、（ⅱ）Ｄ種発行日スワップ・レートから取得日の20

東京営業日前の東京時間午前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）としてTelerate

Systemsスクリーン17143ページ（又はその承継ページ）に表示される、取得日から2019年３月31日まで

の期間（以下、本項において「取得費計算期間」という。）に対応するスワップ・レート（当日の東京

時間午前10時現在の当該スワップ・レートを取得できない場合には、当該レートを取得できる直前の東

京営業日における当該レートとする。）（取得日が2018年４月１日以降の場合には、当該取得日の20ロ

ンドン営業日前のロンドン時間午前11時現在のユーロ円ロンドン・インター・バンク・オファード・

レート（円LIBOR（360日ベース））として、Telerate Systemsスクリーン3750ページ（又はその承継

ページ）に表示される、取得費計算期間に対応する数値とする。）（なお、いずれの場合も対応する期

間がない場合は線形補完で計算したレートとする。）を減じた率（ただし、かかる計算の結果が０以下

の場合には、当該計算によって得られた率は０とする。）を乗じた額に、（ⅲ）取得日から2019年３月

31日（同日を含む。）までの実日数を乗じ、365で除して得られた額に相当する額とする。ただし、Ｄ種

優先株式取得価格、Ｄ種最終配当金額及びＤ種早期取得費は円位未満小数第４位まで算出し、その小数

第４位を四捨五入する。

②当会社は、Ｄ種優先株主及びＤ種優先登録株式質権者に対して、取得日の２週間前までに、当該取得日

を通知、若しくは公告するものとする。

③Ｄ種優先株式の一部につき本条に基づく取得を行う場合は、按分比例（端数については抽選）により行

う。

（株主による取得請求権）

11.①株式会社新生銀行ならびにその子会社及び関係会社により合計で当会社の50％超の発行済普通株式が所

有されないこととなった場合、Ｄ種優先株主は、Ｄ種優先株式の全部を当会社が取得するよう、当会社

に対し請求することができる。

②前号にかかる取得価格は、１株につき当該請求によって行われるＤ種優先株式の取得日に有効なＤ種優

先株式取得価格に相当する額とする。

（優先配当金の除斥期間）

12． 第39条の規定は、Ｄ種優先配当金及びＤ種優先中間配当金についてこれを準用する。

（優先順位）

13． Ｄ種優先株式及びＨ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位はＢ種優先株式

の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位に優先するものとする。Ｄ種優先株式及びＨ種

優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位は、それぞれ同順位とする。

（譲渡に対する制限）

14． Ｄ種優先株式は、当会社の承認のある場合を除いて、売却、移転、譲渡し、又はこれに質権を設定する

（以下、これらの行為を総称して「譲渡等」という。）ことはできないものとする。但し、次の(ⅰ)な

いし(ⅲ)を全て満たした場合には譲渡等は承認されるものとする。(ⅰ)当該株式を250,000株以上を一括

して譲渡等すること、(ⅱ)譲渡等の相手方が金融商品取引法第２条に規定する定義に関する内閣府令

（平成５年大蔵省令第14号）第10条第１項に定義される適格機関投資家に該当すること、 (ⅲ)譲渡等が

Ｄ種優先株式の当初発行時から２年以内に実行される場合には、当会社に対し、譲渡等の譲渡先、譲渡

株数、譲渡価格、および譲渡の理由を当該譲渡等予定日の２週間前までに書面により通知するものと

し、当会社をして、大阪証券取引所に対して、必要な届出等を行うことを可能ならしめるべく必要な事

項が先行する通知に含まれていない場合にはかかる事項を別途遅滞なく通知すること。

（会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無）

15． 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

（議決権を有しないこととしている理由）

16． 資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。
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６．Ｈ種優先株式の内容は次のとおりであります。

（Ｈ種優先配当金）

１.①当会社は、第38条第１項に定める期末配当を行う場合、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記

録されているＨ種優先株式を有する株主（以下「Ｈ種優先株主」という。）又はＨ種優先株式の登録株

式質権者（以下「Ｈ種優先登録株式質権者」という。）に対し、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記

載又は記録されている普通株主若しくは普通登録株式質権者、Ｂ種優先株主若しくはＢ種優先登録株式

質権者又は当会社の発行するその他のいかなる種類の株式（ただし、Ｄ種優先株式を除く。以下、上記

普通株式及びＤ種優先株式を除く種類株式を総称して「Ｈ種優先株式に劣後する株式」という。）を有

する株主若しくはかかる株式の登録株式質権者に先立ち、本項第２号に定める金額の期末配当（以下

「Ｈ種優先配当金」という。）を行う。ただし、本条第４項に定めるＨ種優先中間配当金が支払われた

場合には、本号のＨ種優先配当金の支払いは、Ｈ種優先中間配当金を差し引いた額による。

②2009年３月31日に終了する事業年度の末日を基準日とする期末配当は行わない。

2009年４月１日（同日を含む。）から2016年３月31日（同日を含む。）までの間に終了する各事業年度

の末日を基準日とするものに関しては、１株につきＨ種優先配当金として、Ｈ種優先株主又はＨ種優先

登録株式質権者に対して、2,000円（以下「Ｈ種清算価値」という。）に1.5％を乗じて算出される額に

相当する金銭を支払うものとする。

2016年４月１日以降に終了する各事業年度の末日を基準日とするものに関しては、１株につきＨ種優先

配当金として、Ｈ種優先株主又はＨ種優先登録株式質権者に対して、Ｈ種清算価値にＨ種優先株式増加

配当率（以下に定義）を乗じて算出される額に相当する金銭を支払うものとする。

「Ｈ種優先株式増加配当率」とは、（ⅰ）当該基準日が属する事業年度の初日及びその直後の10月１日

（ただし、本条第11項に基づく取得にあたり、９月30日以前を取得日とする場合は、当該取得日の直前

の４月１日及び10月１日）（ロンドンにおいて銀行間ユーロ通貨市場が開かれており、銀行が営業を

行っている日であり、かつ関連するレートが取得可能な日（以下、本項において「ロンドン営業日」と

いう。）でない場合には翌ロンドン営業日）のロンドン時間午前11時現在のユーロ円６ヶ月物ロンド

ン・インター・バンク・オファード・レート（ユーロ円LIBOR６ヶ月物（360日ベース））として

Telerate Systemsスクリーン3750ページ（又はその承継ページ）に表示される各数値の平均値、（ⅱ）

1.5％からＨ種優先株式の最初の発行日の２東京営業日（東京において銀行が営業を行っている日をい

う。以下同じ。）前の日の東京時間午前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）とし

てTelerate Systemsスクリーン17143ページ（又はその承継ページ）に表示される期間７年に対応するス

ワップ・レート（当日の東京時間午前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）を取得

できない場合には、当該レートを取得できる直後の東京営業日における当該レートとする。）（以下、

かかるスワップ・レートを「Ｈ種発行日スワップ・レート」という。）を差し引いた率、及び（ⅲ）

1.5％を合計した率とする。ただし、Ｈ種優先株式増加配当率の計算は、％未満小数第４位まで算出し、

その小数第４位を四捨五入する。

（非累積条項）

２． ある事業年度において、Ｈ種優先株主又はＨ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額が

Ｈ種優先配当金の額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

（非参加条項）

３． Ｈ種優先株主又はＨ種優先登録株式質権者に対しては、Ｈ種優先配当金を超えて剰余金の配当は行わな

い。

（優先中間配当金）

４． 当会社は、第38条第２項に定める中間配当を行う場合、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されているＨ種優先株主又はＨ種優先登録株式質権者に対し、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録されているＨ種優先株式に劣後する株式を有する株主又はＨ種優先株式に劣後する株式の登録株

式質権者に先立ち、１株につきＨ種優先配当金の２分の１に相当する額の中間配当（以下「Ｈ種優先中

間配当金」という。）を行う。

（残余財産の分配）

５.①当会社の残余財産を分配するときは、Ｈ種優先株主又はＨ種優先登録株式質権者に対し、Ｈ種優先株式

に劣後する株式を有する株主又はＨ種優先株式に劣後する株式の登録株式質権者に先立ち、Ｈ種優先株

式１株につき、（ⅰ）Ｈ種清算価値、（ⅱ）Ｈ種最終配当金額（本条第11項に定義）、及び（ⅲ）2016

年３月31日以前に残余財産の分配が行われる場合には、Ｈ種早期取得費（本条第11項に定義）を合計し

た額に相当する額を支払う。ただし、本項の目的上、Ｈ種最終配当金額及びＨ種早期取得費の定義中、

「取得日」を「残余財産の分配が行われる日」と読み替えるものとする。

②Ｈ種優先株主又はＨ種優先登録株式質権者に対しては、前号の他、残余財産の分配は行わない。
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（議決権）

６． Ｈ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、Ｈ種優先株主は、定時株主総会にＨ種

優先配当金の支払いを受ける旨の議案が提出されないときは当該総会の時から、Ｈ種優先配当金の支払

いを受ける旨の議案が定時株主総会において否決されたときは当該総会の終結の時から、Ｈ種優先配当

金の支払いを受ける旨の決議がなされる時までＨ種優先株式100株当たり１議決権を有する。

（株式の併合又は分割、募集株式又は募集新株予約権の割当て等）

７.①当会社は、法令に定める場合を除き、Ｈ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。

②当会社は、Ｈ種優先株主に対し、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株

式無償割当て又は新株予約権無償割当ては行わない。

（Ｈ種優先株式の取得）

８． 当会社は、いつでも、Ｈ種優先株式を取得することができる。

（当会社の普通株式を対価とする取得請求権）

９.①Ｈ種優先株主は、2011年３月１日以降いつでも、下記条件により、その有するＨ種優先株式を当会社が

取得し、これと引換えに、当会社の普通株式を交付するよう請求することができる。

②前号の請求に基づく当会社によるＨ種優先株式の取得と引換えに当会社がＨ種優先株主に交付すべき当

会社の普通株式数は、当該Ｈ種優先株主が取得請求のために提出したＨ種優先株式のＨ種清算価値の総

額をその時点で有効なＨ種優先株式交付価額（以下に定義）で除した数とする。ただし、当該株式数の

算出にあたり１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て、現金による調整は行わない。

（１）Ｈ種優先株式交付価額

当初のＨ種優先株式交付価額は、当会社にＨ種優先株式の発行を認めた当会社の定款の変更を株主

が決議した後の最初の取引日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の大阪証券取引所にお

ける当会社の普通株式の各取引日の出来高加重平均価格（以下、本項において「ＶＷＡＰ価格」と

いう。）として大阪証券取引所において公表される価格（大阪証券取引所においてＶＷＡＰ価格が

公表されない場合には、当該取引日の東京時間の午後３時から４時の間にブルームバーグL.P.が提

供する普通株式のＶＷＡＰ価格とし、かかるＶＷＡＰ価格が当該取引日に提供されない場合には、

当該取引日の大阪証券取引所における普通株式の終値（気配表示を含む。）とする。）の単純平均

価格に相当する金額とする。ただし、当初のＨ種優先株式交付価額の計算は、円位未満小数第２位

まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

（２）Ｈ種優先株式交付価額の調整

（イ）下記の算式で計算するとＨ種優先株式交付価額を下落させることとなる対価で、当会社が普通株

式を発行若しくは交付した、又は本号（２）（ロ）に従って発行若しくは交付したとみなされる

ときにはいつでも（発行済みの新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券

（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権利の行使による当

会社の普通株式の発行又は交付は除外される。）、かかる発行時若しくは交付時、又は発行若し

くは交付したとみなされた直後に、Ｈ種優先株式交付価額は以下に従い減額される（以下、この

ように減額されたＨ種優先株式交付価額を「調整後Ｈ種優先株式交付価額」という。）。ただ

し、調整後Ｈ種優先株式交付価額の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。

    発行又は交付前のみなし

発行済み普通株式数
＋

当会社の受領対価

調整後Ｈ種優先
株式交付価額

＝
調整前Ｈ種優先
株式交付価額

×
時価

発行又は交付後のみなし発行済み普通株式数

 

上記算式における「みなし発行済み普通株式数」とは、当該時点において、当会社の普通株式を

対象とする新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取

得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権利が全て行使されたと仮定した場合

（当該証券又は権利が当該時点において行使可能であるとして計算するものとする。）における

発行済み普通株式数を意味する。ただし、当会社又はその完全子会社の勘定で所有又は保有され

ている当会社の普通株式は一切含まないものとして計算する。

上記算式における「当会社の受領対価」とは、当会社の普通株式の発行又は交付の場合には、当

該発行又は交付により、当会社の普通株式の対価として当会社が受け取った、又は受け取ること

になっている現金の額、及び現金以外の対価の公正な時価の合計額を意味し、また、普通株式を

対象とする新株予約権、普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させる

ことができる証券（権利）、又はその他同様の権利の発行若しくは交付の場合には、当該発行又

は交付により、当該証券又は権利の対価として当会社が受け取った、又は受け取ることになって

いる現金の額、及び現金以外の対価の公正な時価の合計額に、それらの行使により、当会社が受
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け取ることになっている現金の額、及び現金以外の対価の公正な時価の合計額を加えた額を意味

する。

上記算式における「時価」とは、（ⅰ）当会社の普通株式が市場で取引されている場合には、調

整後Ｈ種優先株式交付価額を適用する日に先立つ45取引日に始まる30取引日（終値がない日は除

く。）の東京証券取引所における当会社の普通株式の毎日の１株当たり終値（気配表示を含

む。）の単純平均価格（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）、

又は（ⅱ）当会社の普通株式が市場で取引されていない場合には、当会社の取締役会が誠意を

もって決定する当会社の普通株式の公正な時価を意味する。

（ロ）新株予約権等の発行

当会社が当会社の普通株式を対象とする新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得さ

れる証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権利を発行

又は交付する場合、かかる発行又は交付を、当該新株予約権、当会社の普通株式の交付と引換え

に取得される証券（権利）若しくは取得させることができる証券（権利）、又はその他同様の権

利の行使により発行可能若しくは交付可能な当会社の普通株式の発行又は交付であるとみなし、

これらの権利により当初条件に従い発行又は交付可能な数の当会社の普通株式が、かかる新株予

約権、当会社の普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）若しくは取得させることがで

きる証券（権利）、又はその他同様の権利の発行日若しくは交付日に発行又は交付されたものと

みなす。

（ハ）株式分割

当会社の普通株式の分割がなされた場合、上記算式にかかわらず、Ｈ種優先株式交付価額は、当

該株式分割に係る基準日（基準日を定めない場合には効力発生日）の直前に本項に基づくＨ種優

先株式の取得請求が行われていたと仮定した場合にＨ種優先株主が保有することになる数の当会

社の普通株式を、Ｈ種優先株主が本項に基づく取得請求により交付を受けることができるように

適切に調整される。かかる調整は、当該株式分割に係る基準日（基準日を定めない場合には効力

発生日）の翌日に行われる。

（ニ）配当その他の分配

当会社が、当会社の普通株式に関し、配当を支払い又は普通株主に対してその他の分配を行った

場合（ただし、株式分割及び株式配当を除く。）、Ｈ種優先株式交付価額は、かかる配当の１株

当たり金額（又は現金以外による配当若しくは分配の場合には、当会社の取締役会で合理的に決

定された当該配当及び分配の１株当たりの公正市場価格）に相当する額を減額される。

（ホ）その他当会社の取締役会が定める調整

本号（２）（イ）乃至（ニ）で規定されている調整に加え、（ⅰ）合併、減資、自己株式の取

得、若しくは当会社の普通株式の併合、（ⅱ）当会社の普通株式数の変更、若しくは当会社の普

通株式数の変更の可能性を生ぜしめる事由の発生、又は（ⅲ）Ｈ種優先株式交付価額を調整すべ

き事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後Ｈ種優先株式交付価額の算出に関

して使用すべき時価が、他方の事由によって影響されているとみなされる場合のうちいずれかが

発生した場合には、当会社の取締役会が適当と判断するＨ種優先株式交付価額に調整されるもの

とする。

（へ）解釈

本項に不明瞭な点がある場合、又はＨ種優先株式交付価額が調整されることとされていない何ら

かの事象の発生に関連して当会社の取締役会がＨ種優先株式交付価額を調整することが公正であ

ると誠意をもって考える場合、当会社の取締役会は、本項の目的に照らし、公平かつ均衡である

と妥当に判断したときにＨ種優先株式交付価額を調整する権利を有するものとする。

（当会社の普通株式を対価とする取得条項）

10.①当会社は、2012年４月１日（同日を含む。）から2014年３月31日（同日を含む。）までの期間、当会社

の取締役会決議により定める日をもって、Ｈ種優先株主及びＨ種優先登録株式質権者に対して35日以上

90日以内に事前通知を行った上で、発行済みＨ種優先株式の全部又は一部を取得し、当該取得と引換え

にＨ種優先株式のＨ種清算価値の総額をその時点で有効なＨ種優先株式交付価額で除した数の当会社の

普通株式を交付することができる。ただし、当会社の普通株式の時価（上記通知の送付日付で前項第２

号（２）（イ）に定めるところに従い計算されたもの。）がその時点で有効なＨ種優先株式交付価額の

150％を上回った場合に限る。また、当該株式数の算出にあたり１株未満の端数が生じた場合には、会社

法第234条に定める方法によりこれを取り扱う。

②Ｈ種優先株式の一部につき、本項に基づく取得を行う場合は、按分比例（端数については抽選）により

行う。
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（金銭を対価とする取得条項）

11.①当会社は、いつでも（ただし、2014年４月１日以降に限る。）、当会社の取締役会の決議により定める

日（以下、本項において「取得日」という。）をもって、発行済みＨ種優先株式の全部又は一部を取得

し、当該取得と引換えにＨ種優先株式１株につき、Ｈ種優先株式取得価格（以下に定義）相当額の金銭

を交付することができる。

「Ｈ種優先株式取得価格」とは、（ⅰ）Ｈ種清算価値、（ⅱ）Ｈ種最終配当金額、及び（ⅲ）2016年３

月31日以前に取得が行われる場合においては、Ｈ種早期取得費を合計した額に相当する額を意味する。

「Ｈ種最終配当金額」とは、（ⅰ）取得日が2016年３月31日以前に開始する事業年度に属する場合は、

Ｈ種清算価値に1.5％を乗じた金額を、当該事業年度の初日から取得日（同日を含む。）までの実日数で

日割計算した金額、又は（ⅱ）取得日が2016年４月１日以降に開始する事業年度に属する場合は、Ｈ種

清算価値にその時点で有効なＨ種優先株式増加配当率を乗じた金額を、取得日の属する事業年度におけ

る事業年度初日から取得日（同日を含む。）までの日数で日割計算した金額に相当する金額を意味す

る。ただし、上記（ⅰ）又は（ⅱ）により計算された金額から、取得日が属する事業年度において支払

われた全てのＨ種優先中間配当金の額が差し引かれるものとする。

「Ｈ種早期取得費」とは、（ⅰ）Ｈ種清算価値に、（ⅱ）Ｈ種発行日スワップ・レートから、取得日の

５東京営業日前の日の東京時間午前10時現在の東京スワップ・レファレンスレート（T.S.R.）として

Telerate Systemsスクリーン17143ページ（又はその承継ページ）に表示される、取得日から2016年３月

31日までの期間（以下、本項において「取得費計算期間」という。）に対応するスワップ・レート（当

日の東京時間午前10時現在の当該スワップ・レートを取得できない場合には、当該レートを取得できる

直前の東京営業日における当該レートとする。）（ただし、取得日が2015年４月１日以降の場合には、

当該取得日の５ロンドン営業日前の日のロンドン時間午前11時現在のユーロ円ロンドン・インター・バ

ンク・オファード・レート（円LIBOR（360日ベース））としてTelerate Systemsスクリーン3750ページ

（又はその承継ページ）に表示される、取得費計算期間に対応する数値とする。）（なお、いずれの場

合も対応する期間がない場合は線形補完で計算したレートとする。）を減じた率（ただし、かかる計算

の結果が０以下の場合には、当該計算によって得られた率を０とする。）を乗じた額に、（ⅲ）取得日

から2016年３月31日（同日を含む。）までの実日数を乗じ、365で除して得られた額に相当する金額とす

る。ただし、Ｈ種優先株式取得価格、Ｈ種最終配当金額及びＨ種早期取得費の計算は円位未満小数第４

位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

②当会社は、Ｈ種優先株主及びＨ種優先登録株式質権者に対して、取得日の２週間前までに、当該取得日

を通知、若しくは公告するものとする。

③Ｈ種優先株式の一部につき、本項に基づく取得を行う場合は、按分比例（端数については抽選）により

行う。

（金銭を対価とする取得請求権）

12.①株式会社新生銀行ならびにその子会社及び関係会社により合計で当会社の50％超の発行済普通株式が所

有されないこととなった場合、Ｈ種優先株主は、Ｈ種優先株式の全部を当会社が取得するよう、当会社

に対し請求することができる。

②前号に係る取得価格は、１株につき当該請求によって行われるＨ種優先株式の取得日に有効なＨ種優先

株式取得価格に相当する額とする。

（優先配当金の除斥期間）

13． 第39条の規定は、Ｈ種優先配当金及びＨ種優先中間配当金についてこれを準用する。

（優先順位）

14． Ｄ種優先株式及びＨ種優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位はＢ種優先株式

の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位に優先するものとする。Ｄ種優先株式及びＨ種

優先株式の優先配当金、優先中間配当金及び残余財産の支払順位は、それぞれ同順位とする。

（会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無）

15． 会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

（議決権を有しないこととしている理由）

16． 資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。
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(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（千株）

発行済株式総数残高
（千株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2018年10月１日～
2018年12月31日

－

普通株式

1,524,211

－ 15,000 － 3,750

第一回Ｂ種優先株式

2,500

Ｄ種優先株式

8,500

Ｈ種優先株式

22,750

 

(5)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式
5,300 －

「１．株式等の状況　(1)

株式の総数等　②　発行済

株式」に記載のとおりであ

ります。

完全議決権株式（その他）

普通株式 1,524,139,600 15,241,396

同上

第一回Ｂ種優先

株式
2,500,000 25,000

Ｄ種優先株式 8,500,000 85,000

Ｈ種優先株式 22,750,000 227,500

単元未満株式 普通株式 66,252 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 1,557,961,152 － －

総株主の議決権 － 15,578,896 －

（注） 第一回Ｂ種優先株式、Ｄ種優先株式およびＨ種優先株式は、2018年３月期に係る期末配当がなかったため、議決

権を有しております。

②【自己株式等】

普通株式 2018年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社アプラス

フィナンシャル

大阪市浪速区湊町

一丁目２番３号
5,300 － 5,300 0.00

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 123,269 139,807

割賦売掛金 ※１ 602,993 ※１ 632,083

信用保証割賦売掛金 314,322 364,692

その他 150,957 227,964

貸倒引当金 △30,555 △31,775

流動資産合計 1,160,986 1,332,771

固定資産   

有形固定資産 6,080 5,676

無形固定資産 17,660 23,760

投資その他の資産 11,102 10,743

固定資産合計 34,842 40,180

繰延資産   

社債発行費 33 59

繰延資産合計 33 59

資産合計 1,195,863 1,373,011

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,913 16,349

信用保証買掛金 314,322 364,692

短期社債 142,700 153,800

短期借入金 206,963 193,221

未払法人税等 1,065 1,215

賞与引当金 1,405 793

その他 231,212 156,104

流動負債合計 913,582 886,177

固定負債   

社債 20,000 20,000

長期借入金 69,054 119,607

長期債権流動化債務 87,987 249,069

退職給付に係る負債 414 426

利息返還損失引当金 6,110 4,153

その他 5,890 10,659

固定負債合計 189,456 403,915

負債合計 1,103,038 1,290,093

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,000 15,000

資本剰余金 24,652 9,572

利益剰余金 53,083 58,127

自己株式 △0 △0

株主資本合計 92,734 82,699

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △2 △5

退職給付に係る調整累計額 93 224

その他の包括利益累計額合計 90 218

純資産合計 92,824 82,918

負債純資産合計 1,195,863 1,373,011
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

営業収益   

包括信用購入あっせん収益 14,348 15,143

個別信用購入あっせん収益 8,230 8,095

信用保証収益 12,683 13,159

融資収益 10,245 10,160

金融収益 1,233 1,087

その他の営業収益 8,949 9,711

営業収益合計 55,690 57,358

営業費用   

販売費及び一般管理費 46,410 48,675

金融費用 2,051 2,119

営業費用合計 48,462 50,794

営業利益 7,228 6,564

営業外収益   

受取精算金 22 26

雑収入 43 49

営業外収益合計 66 76

営業外費用   

固定資産除却損 14 1

投資有価証券評価損 6 －

雑損失 7 29

営業外費用合計 27 30

経常利益 7,266 6,610

特別利益   

関係会社株式売却益 192 －

特別利益合計 192 －

税金等調整前四半期純利益 7,459 6,610

法人税、住民税及び事業税 296 269

法人税等調整額 △16 1,296

法人税等合計 280 1,566

四半期純利益 7,179 5,044

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,179 5,044

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △0 △2

退職給付に係る調整額 194 131

その他の包括利益合計 194 128

四半期包括利益 7,373 5,172

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,373 5,172

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に含めております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．部門別割賦売掛金

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

包括信用購入あっせん 105,238百万円 100,373百万円

個別信用購入あっせん 234,179 248,244

融資 263,574 283,464

計 602,993 632,083

 

２．偶発債務

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

保証債務残高のうち、債権・債務とみなさ

れない残高
8,157百万円 6,797百万円

従業員借入金保証残高 16 14

 

３．ローンカードおよびクレジットカードに附帯するカードキャッシングにおける貸出未実行残高

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

貸出未実行残高 925,700百万円 814,637百万円

（注）貸出未実行残高は、顧客の信用状態等により当社グループが任意に利用を停止できるものであり、貸出未実行残高

そのものが必ずしも当社グループの将来のキャッシュ・フローに重要な影響を与えるものではありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

減価償却費 2,253百万円 2,662百万円

 

(株主資本等関係)

当社は、2018年６月22日開催の取締役会決議に基づき、2018年７月９日付で自己株式（Ｈ種優先株式7,500,000

株）の取得および消却を行いました。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が15,079百万円減

少し、当第３四半期連結会計期間末において資本剰余金が9,572百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連

結損益及

び包括利

益計算書

計上額

（注）３

 

ショッピ

ングクレ

ジット

カード ローン
ペイメン

ト

その他子

会社
計

営業収益 19,505 16,560 6,357 7,818 4,816 55,056 672 55,728 △38 55,690

セグメント利益

又は損失（△）
1,841 283 1,647 1,685 2,050 7,506 △154 7,352 △124 7,228

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、住宅ローン保証事業等

を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△124百万円には、セグメント間消去△４百万円、各報告セグメントに配

分していない調整額△120百万円が含まれております。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連

結損益及

び包括利

益計算書

計上額

（注）３

 

ショッピ

ングクレ

ジット

カード ローン
ペイメン

ト

その他子

会社
計

営業収益 21,033 17,473 6,552 8,744 2,937 56,739 625 57,364 △6 57,358

セグメント利益

又は損失（△）
2,526 404 1,946 1,591 1,014 7,481 △596 6,885 △321 6,564

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、住宅ローン保証事業等

を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△321百万円には、セグメント間消去11百万円、各報告セグメントに配分

していない調整額△332百万円が含まれております。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益および算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 4円71銭 3円31銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 7,179 5,044

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
7,179 5,044

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,524,206 1,524,205

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 2円06銭 1円59銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百

万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 1,958,512 1,649,665

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

２０１９年１月３１日

株式会社アプラスフィナンシャル

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小 暮 和 敏　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 内 田 彰 彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 渡 邊 康 一 郎　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アプ

ラスフィナンシャルの２０１８年４月１日から２０１９年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（２

０１８年１０月１日から２０１８年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（２０１８年４月１日から２０１８

年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アプラスフィナンシャル及び連結子会社の２０１８年１２月

３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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